
車中泊避難者の支援について

避難生活の環境変化に対応した支援の実施に関する検討会（第７回）
令和６年４月２３日（火）

資料１



ご議論いただきたい事項

◆ 車中泊避難をどのように考えるか。
-”車中泊避難”の意味する内容や位置づけについて
-車中泊避難を行うためのスペースとして想定される場所について

◆ 車中泊避難を行うためのスペースの平時及び発災時の運営方法についてどのように考えるか。
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関係する主な意見（さらに検討が必要と思われるもの）

・ やむを得ず車中泊避難を実施する避難者等が発生することを想定し
た支援の検討に当たっては、エコノミークラス症候群等の健康被害のリ
スクを回避・低減することも含めた広報の在り方についても検討すべき
である。
・ 特に、妊産婦等のハイリスクの方など車中泊を避けるべき方について
事前に住民に対し十分な周知を行う必要がある。
・ 車中泊避難の実施に当たっては、季節性も考慮すべきであり、夏季
であれば高温や熱中症への対策、冬季であれば低温や積雪でマフラー
が埋まることによる一酸化炭素中毒等への注意が必要である点に留意
する。
・ 車中泊避難は、自由に様々な場所で行われると避難者等の状況
把握が困難となることからも、事前に車中泊避難場所を指定・公表す
ることで、実施場所を誘導することを検討すべきである。
・ 車中泊避難場所としては、指定避難所の駐車スペースのほかにも、
大規模な都市公園や商業施設の駐車場であって、トイレや物資支援
のスペースが確保されている場所の活用も想定される。
・ 支援拠点の駐車スペースを車中泊避難場所とすることも考えられる。
・ こうした車中泊避難場所の検討に当たっては、地震、水害など災害
の種別ごとに、その設置の可否を検討すべきである。
・ 車中泊避難者等への物資支援については、通常避難所において支
援を受けることができる水、食料、トイレ等のほかに特に健康管理に係
る支援が必要であり、弾性ストッキング等のエコノミークラス症候群の予
防に必要な物資の配布が必要である。
・ こうした物資については、平時からの備蓄を進めることも必要である。
・ 車中泊避難場所においては、避難者等に対し、支援情報など必要
な情報提供を行うことも検討すべきである。

論点の中間整理
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・ 災害時は行政の体制がひっ迫することが想定され、車中泊避難
場所の運営を行政主体で行うことは、難しいと考えられることから、
車中泊避難場所の管理・運営については、避難者等による管理・
運営を目指すとともに、外部支援者との連携による支援を検討す
べきである。
・ 管理を委託している公共施設や民間施設を利用する場合は、
施設管理者と事前に協定を締結するなど、利用が必要な際に円
滑に開設できるよう準備が必要である。
・ これまでの災害における車中泊避難の避難者等は、昼間は片付
け等のため職場や自宅へ行き、夜間に車中泊避難場所に戻るケー
スが多く、状況の把握が難しいため、把握の方法や担い手について
平時から検討する必要がある。
・ 車中泊避難場所は、上記のとおり、指定避難所と異なるルール
決めが必要となることが想定されることや障害、ペットなどの理由に
より車中泊を選択する避難者等もいらっしゃることから、状況把握や
場所決めなど運営のルールを事前に協議しておくことも重要である。
・ 車中泊避難場所の開設期間は、被害の状況等に応じ検討する
ことが必要であるが、長期間となることは避け、なるべく短期間で閉
所できるよう、環境の整った避難場所に誘導すべきである。
・ 指定避難所の駐車場等を活用する場合は、別途仮設トイレを設
置することも検討するなど、避難所避難者等と車中泊避難者等の
関係や環境に配慮することが必要である。
・ 車中泊避難者等が物資等の支援を受けるに当たっては、支援拠
点を活用する場合も考えられる。



関係する主な意見（さらに検討が必要と思われるもの）

・ 車中泊避難者の支援について、災害の種別や規模、時系列に
よって車中泊避難といっても様々な場面があるため、丁寧に整理し
て定義することが必要ではないか。

・ 車中泊避難場所としてより大規模な広域的な施設も提示されて
いるが、小規模な自治体では施設の確保ができないため、都道府
県単位の広域避難場所といった視点での位置づけも検討が必要で
はないか。

・ 車中泊避難場所の設置について、把握が難しい自宅での車中泊
を避けるためにも、大規模な拠点だけでなく、自治会等の単位での
支援拠点で、例えば公民館の横の駐車場や公園などの車中泊避
難が可能なスペースがあれば車中泊避難場所として検討しても良い
のではないか。

・ 車中泊避難場所を指定・公表することで、実施場所に誘導する
については賛成だが、事前に公表した場合には、災害の規模によっ
ては車中泊避難場所に避難者が殺到する可能性もあるので、事前
に備えておくことが必要ではないか。例えば、周辺の道路で渋滞が発
生した場合にどう対応するのか、車中泊避難場所に収容できない場
合にほかの場所に誘導するのか、またどのように誘導するのか、車中
泊の駐車スペースをどのくらい確保するのか、満員の場所の情報発
信をどのように行うのかなどについて事前に検討が必要ではないか。

第５回での意見
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・ 車中泊避難場所の設置について、様々な場所の活用が想定さ
れるが、地震の場合と水害の場合で使用できる場所が異なるため、
そのような検討について漏れがないようにするべきではないか。

・ 車中泊避難にはエコノミークラス症候群等の健康リスクを伴うため、
行政としては、平時から車中泊の危険性についてチラシ等を作成し、
住民へ十分周知するとともに、車中泊避難者用に着圧ソックス等
を備蓄しておくことが必要ではないか。

・ 災害時には、民間事業者の大規模な駐車場を利用し、車中泊
避難者に対応することになるため、災害時に備え、民間事業者と
協定を締結する必要がある。特に車中泊避難にはトイレの設置が
不可欠であるため、車中泊避難場所にトイレがない場合は、リース
会社等の民間事業者との協定を視野にいれる必要があるのではな
いか。

・ 車中泊の支援について、弾性ストッキングを配布するという記載
はあるが、同様に避難所等で掲示されている支援情報についても
提供することが必要ではないか。

・ エコノミークラス症候群等が発生しないように「配慮する」という表
現がなされているが、啓発のチラシを撒くことや医療チームが巡回して
血栓ができていないかのチェックを行うこと、車内の寝床環境のアド
バイスを行うことなど様々なことが想定されるため、どこまでを行政の
役割とするのかについて具体的な記載が必要ではないか。



“車中泊避難”の意味する内容の整理
○ 車中泊避難の扱いについては、避難の”行動”と”生活”で区別してはどうか。現在の災害対策基本法においても、指
定緊急避難場所と指定避難所は区別されて規定されており、この緊急の避難行動と避難生活を分けて整理すること
で支援方策についても整理しやすいのではないか。

○ また、”一時避難”といった避難行動と一時的な避難生活の両方を含むような表現の場合であっても、”生活”の部分
に関しては、車中泊避難として整理することとしてはどうか。

“車中泊避難”の範囲
車による避難行動等 車による避難生活（車中泊避難）
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一時避難

災害からの車両を守るための移動
（例：車両退避場所へ移動）

移動した先での車中による安全確保
（緊急避難場所と同義）

避難のための車による移動
（例：自宅等→緊急避難場所）

※安全確保であっても一定の期間車中で過ごす場合は、その
部分について車による避難生活（車中泊避難）含む

避難所での避難生活が必要な方がやむを得ず
車で避難生活を送る場合

下記のいずれかに該当する場合に車で避難生活を 送っ
ている者
・避難のための立退きを行った居住者、滞在者その他の
者を避難のために必要な間滞在させる場合
・自ら居住の場所を確保することが困難な被災した住
民その他の被災者を一時的に滞在させる場合

※避難行動については、現行の自治体の整理や各災害種別ご
とに示されている整理に従う



車中泊避難の位置づけ
○ 車中泊避難の位置づけについて、下記のとおり、整理してはどうか。
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 車中泊避難とは、避難所での避難生活が必要な方がやむを得ず車で避難生活を送ることをいい、
緊急時に避難行動として車で避難することとは、異なるものである。

 災害発生時には、プライバシーの確保やペットの世話など様々な理由によりやむを得ず車中泊を選
択する避難者が想定される。このため、地域の実情に応じ、自治体ごとに車中泊避難者の支援方
策について、平時から検討・準備することが必要。

 車中泊避難については、健康面から注意が必要な点も多いことから、車中泊が想定される自治体
においては、平時から、
・車中泊の留意事項や事前の準備、車中泊を避けるべき方についての広報活動
・車中泊避難を行うためのスペースの検討・環境整備
・車中泊避難を想定した訓練
・弾性ストッキング等必要な備品の備蓄
 等を進めることが必要。

 災害時には、避難所において実施している支援内容に加え、特に、車中泊避難者の健康被害を
防ぐための広報や健康管理などの支援を実施することが必要。



車中泊避難を行うためのスペースとして想定される場所及びその要件について
○ 車中泊避難を行うためのスペースとして、指定避難所の駐車スペースを活用するもの、大規模な駐車場や都市公園
等を活用する車中泊避難者専用のスペースとするもの、在宅避難者等の支援拠点や道の駅等の駐車スペースを活
用するもの等が想定される。

○ 車中泊避難を行うためのスペースは、避難生活を送るための設備が必要であり、トイレ、給水/排水施設が整備され
ている、又は発災時に設置できることが望ましい。こうした設備を車中泊避難を行うためのスペースを検討する際の参考
となる事項として示してはどうか。

 想定される車中泊避難を行うためのスペース
・指定避難所の駐車スペースを活用した車中泊避難を
行うためのスペース
・車中泊避難を受け入れる大規模駐車場や都市公園
等を活用した車中泊避難者用のスペース
・地域の在宅避難者等の支援拠点や道の駅で駐車ス
ペースが確保できる場合にこれを活用した車中泊避難
を行うためのスペース

※自宅の駐車スペースに停車した車で生活する者は、在
宅避難者と同様の取扱いと整理

 車中泊避難を行うためのスペースが求められる機能
・トイレ
・給水/排水
※仮設トイレやマンホールトイレ、給水車等により確保できる
場合を含む。

・電源

出典：（一社）九州防災パートナーズ 「車中泊避難所設置マニュアル」（2022）

車中泊避難を行うためのスペースのイメージ
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（参考）協定による車中泊避難を行うためのスペースの確保
○ 千葉市では、車中泊避難を行う者の受け入れを目的とした施設の使用や支援について、民間団体と協定を締結し
ており、協定の締結先は、災害時には、車中泊用のスペースの提供のほか、トイレ設備・水道設備の提供、被害状況や
道路状況といった情報の提供を行うこととされている。

協定の概要

費用負担

管理運営

施設の提供

協力の範囲

● 車中泊避難を行う者の受け入れを目的と
した施設の提供及び車中泊避難者の支援

● 市内で高潮・津波等による大規模な浸水
が想定される場合において、浸水想定区域
等から退避する車両の受入を目的とした施
設の提供

● オートキャンプ場の一部にて、休憩スペース
の提供、トイレ設備及び水道設備の提供、
千葉市が発信する情報、施設周辺の被害
状況、道路状況等の情報の提供を実施

● 施設の提供及び支援の期間は、原則とし
て、受け入れ開始から３日間とされ、協議の
上期間を延長することが可能

● 車中泊避難者の受入場所における開設及
び管理運営は、千葉市の責任において実施

● 千葉市の要請に基づき（株）千葉牧場
が行った協力活動に要した費用は、千葉市
が負担するものとし、その金額等は協議のう
え決定

資料提供：千葉市
▲協定締結時の様子

７
▲協定先施設



（参考）平時の車中泊施設の活用
○ RVパークは、『快適に安心して車中泊が出来る場所』として、日本RV協会が定めた要件を満たし、認定された車中泊
スペース。

○  認定を受けるためには、余裕のある駐車スペース、24時間利用可能なトイレ、100V電源等の設備を有することなどの
要件があり、こうした設備は災害時の車中泊避難生活においても、有効と考えられる。

○ 車中泊避難を行うためのスペースの確保に当たっては、こうした平時からの車中泊を想定した施設を活用するなど、
フェーズフリーで取り組むことを積極的に検討することも考えられる。

8資料提供：一般社団法人 日本ＲＶ協会

RVパーク 石狩FIELDは、災害支援用機材を使用して被災時
に避難生活の拠点となるよう考えられている。トレーラータイプの
シャワールームは、能登半島地震でも被災地に派遣された。

【災害時の支援を想定したRVパークの例】



平時の取組について
○ 車中泊避難者の支援に当たっては、平時から支援体制の明確化や車中泊避難を行うためのスペースの設置・運営
訓練を行うほか、車中泊避難を行うためのスペースの事前公表、必要物資の備蓄、運営マニュアルの作成、住民への
車中泊を行うに当たっての実施方法や留意事項の広報等を行うことが必要ではないか。
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項目 内容
車中泊避難者への対応の必要性の検討 ・車中泊による避難が発生するか否か、また、その規模等については、地域の実情に応

じて様々であると考えられるため、市町村ごとに検討することが必要
組織体制と応援体制の整備・訓練 ・指定避難所の一部を車中泊避難を行うためのスペースとする場合は、避難所の運営

体制に車中泊避難者への対応を組み込んでおく
・車中泊避難を行うためのスペースを独立して設ける場合は、管理者を置き、その役割
を明確にしておくとともに、市町村内の支援体制を整理しておく
・車中泊避難を行うためのスペースの設置・運営訓練を実施する

車中泊避難を行うためのスペースの事前の公
表

・車中泊避難を行うためのスペースについては、事前に公表しておく
⇒p.10参照

車中泊避難者向けの備蓄 ・現在実施されている備蓄に加え、車中泊避難者を想定した量の物資を備蓄
・弾性ストッキングなどの車中泊避難者が必要とする物資を検討し、必要と想定される
量を備蓄

運営マニュアルの作成 ・車中泊避難者の受付・把握方法
・ゾーニング（スペース区分、車路の確保、駐車の区分け等）
・トイレ、ごみ集積所、受付、物資配布場所等の図面
・季節性への配慮（熱中症対策、寒冷地での対策）
・渋滞の発生を防ぐための案内方法や発生した場合の対応
・受け入れ可能数を超えた場合の対応や受け入れ状況の情報発信 等

住民への車中泊の注意点等の広報 ・車中泊を行う際の方法や工夫
・車中泊を行うことが望ましくない属性の方の周知
・エコノミークラス症候群等の車中泊を行う際の注意点    等



事前の公表の方向性について
○ 車中泊避難者の支援や避難生活の観点からは、環境の整った場所で車中泊避難を行ってもらうことが望ましく、各
自治体の判断により、車中泊避難を行うためのスペースを事前に公表することが効果的ではないか。

○ 指定避難所やその他の避難所、在宅避難者等の支援拠点など、避難者等支援に係る場所を利用して、車中泊
避難を行うためのスペースを設置する場合は、それぞれの避難所や支援拠点自体の公表情報に併せて、車中泊避難
を行うためのスペースの設置の有無等を公表してはどうか。

○ 避難者等支援に係る場所とは別に、車中泊避難を行うためスペースを設ける場合は、車中泊避難専用のスペースと
して公表してはどうか。
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車中泊避難を行うためのスペース 公表の方向性（案） 公表する内容（案）

避難者
等支援に
係る場所
を活用す
る場合

指定避難所に車中泊避難
を行うためのスペースを設け
る場合

・指定避難所を公表する際に、車中泊避難を行うため
のスペースがあることを併記 （指定避難所、在宅避難者等の

支援拠点等として公表されてい
る情報に加えて）

・受け入れ可能台数
・車中泊避難者等が利用できるト
イレの有無
・その他必要な事項

その他の避難所（協定型
の避難所等）に車中泊避
難を行うためのスペースを設
ける場合

・その他の避難所の公表や周知を行う場合は、その際
に、車中泊避難を行うためのスペースがあることを併記

在宅避難者等の支援拠点
に車中泊避難を行うための
スペースを設ける場合

・在宅避難者等の支援拠点の周知を行う際に、車中
泊避難を行うためのスペースがあることを併記

避難者等支援に係る場所とは別に車中
泊避難を行うためのスペースを定める場
合

・車中泊避難専用のスペースとして公表
※災害対策基本法上の指定避難所の指定制度とは区別する。
協定型避難所等と同様に運用上の取扱いとする。

・名称及び所在地
・受け入れ可能台数
・トイレの有無
・開設される災害の種別
・その他必要な事項



（参考）住民への車中泊の注意点等の広報の取組例

資料提供：新潟県
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避難生活における車中泊避難を行うためのスペースの運営と行政の対応
○ 車中泊避難を行うためのスペースは、車により避難生活をおくる場であることからも、避難者等による運営を目指すべ
きと考えられるが、その運営手法や留意点、行政の役割等として考えられる主な内容については、以下のとおりとしては
どうか。

12

時期 車中泊避難を行うためのスペースの動きと留意点 市町村の対応（行政の役割）

開設
時

・車中泊避難を行うためのスペースを担当者（行政、指定管理者、自治会、自主防
災組織等）が開設
※指定避難所や在宅避難者等の支援拠点等の一部を車中泊避難を行うためのス
ペースとしているときは、指定避難所の開設者が報告するほか、支援拠点の運営
者の報告と併せて実施

・開設している車中泊避難を行うため
のスペースの把握、整理

開設
中

・避難者等の名簿の作成
※指定避難所や在宅避難者等の支援拠点等の一部を車中泊避難を行うためのス
ペースとしているときは、指定避難所の滞在者や支援拠点の利用者名簿と併せて
整理

・利用者数、食料等の必要な物資数
を集約

・運営体制の構築
施設管理者、行政職員、避難者等で運営委員会を構築する。
※指定避難所の一部を車中泊避難を行うためのスペースとしているときは、指定避
難所の運営委員会の中に車中泊に関する班を設置

・車中泊避難を行うためのスペースの利用者について、市町村側で状況把握が済んで
いない者について、調査票等の記入を依頼。
※指定避難所や在宅避難者等の支援拠点等の一部を車中泊避難を行うためのス
ペースとしているときは、指定避難所の滞在者や支援拠点の利用者と併せて実施

・車中泊避難を行うためのスペースで
把握した情報の集約・蓄積を実施

・食料、飲料水、支援物資の配布等
※食料、飲料水、支援物資等の配布等においては、避難者等の氏名や数量などを
記録に残す。

・配布する食料、飲料水、支援物資
等の不足が生じた場合には、補充等
の対応を実施



発災時の車中泊避難を行うためのスペースの運営と行政の対応
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時期 車中泊避難を行うためのスペースの動きと留意点 市町村の対応（行政の役割）
開設
中

・避難者等の健康管理
各車両を見回り、車中泊避難者等の健康管理を実施する。

・避難所等への巡回と併せて、車中泊避難者等に関し
ても保健師、看護師等のチームによる保健指導、巡回
相談などを実施する体制を整備

・支援情報の車中泊避難者等への提供
掲示板への掲示、案内の配布、回覧板の活用、FMラジオを介した

情報の発信等をおこなう。

・避難所において提供している支援情報等、支援に係る
情報を車中泊避難所を行うためのスペースにおいても提
供

・防火・防犯対策
定期的な巡回警備等の防火・防犯対策を実施する。
※指定避難所の一部を車中泊避難を行うためのスペースとしている
ときは、指定避難所の巡回警備等と併せて実施

・警察等との連携を検討

・民間支援団体との連携
NPO等の民間支援団体の支援が得られる場合には、運営の補助
や炊き出しの実施、心のケア、その他の支援の実施を検討することも
効果的である。

・車中泊避難を行うためのスペースを利用した行政支援
の実施
車中泊避難を行うためのスペースに相談窓口や罹災
証明書等の申請窓口を設置することも考えられる。

・デジタル技術の利活用
車中泊避難を行うためのスペースの運営管理は、デジタル技術を活
用し効率的に行う。

閉鎖
時

・車中泊避難は、エコノミークラス症候群等のリスクもあ
ることから、早期に解消できるよう避難所の環境整備や
応急仮設住宅への移動支援を実施



車中泊避難者の支援を検討する際の視点について

◇ 車中泊避難の意味する内容や位置づけ、車中泊避難を行うためのスペースの平時における
公表の方法などについて、追加、修正等すべき事項はあるか。

◇ 発災時の車中泊避難を行うためのスペース等の運営と行政の対応について、追加、修正等
すべき事項はあるか。

◇ このほか、車中泊避難者の支援を実施するに当たって、検討・整理が必要な事項はあるか。
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